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はじめに









































では、企業再生における Debtor In Possession Finance(4)（以下 DIPファイナ
ンスとする）にも有効な融資手法として活用されてきた経緯がある。
従来の日本の融資では、流動資産である売掛金や在庫を担保については
()１ 堀内秀晃「Asset Based Lendingの事業再生融資への活用に関する考察」NBL955
号（2011年 6月）51頁
()２ 担保が入れ替わることで担保評価額が変わり、それに応じて融資額も変動する
()３ 池田真朗『債権譲渡の発展と特例法―債権譲渡の研究 第 3巻―』（弘文堂 2010
年 4月）331頁
()４ Debtor In Possession finance：倒産手続の下にある企業において、倒産手続き開始
後に事業再生のために金融機関が当面の運転資金を新たに資金提供することを意
味する。















































()５ 日本経済新聞朝刊（日本経済新聞社 2009年 10月 14日）































































()１２ 前掲()１０ 潮見佳男 17頁



















































()１３ 前掲()９ 伊藤眞 2757‐2791頁
()１４ 伊藤眞「集合債権譲渡担保と民事再生手続上の中止命令」徳田和幸ほか編『谷口
安平先生古稀祝賀記念 現代民事司法の諸相』441頁





























()１７ 前掲()１５ 伊藤眞 64頁






























()２０ 森田修『債権回収法講義〔第 2版〕』（有斐閣 2011年 4月）112頁






































稀記念論文集 担保制度の現代的展開』（日本評論社 2007年 3月）
森田修『債権回収法講義〔第 2版〕』（有斐閣 2011年 4月）
ABL（Asset Based Lending）の民事再生手続における将来債権譲渡担保の射程()１ －１１９－
山本和彦「いわゆる集合債権譲渡担保権の実行に対する再生手続上の中止命令―大阪高




－１２０－ 日本経大論集 第４５巻 第１号
